
現在iDeCoにご加入の方は、企業型DC加入に伴い、ご自身の状況に応じて、お手続きが必要です。

No. 手続き 提出する書類 書類の入手先（提出先） 提出期限（目安）

加入状況
変更

加入者他年金（企業年金等）
加入状況等変更届

加入しているiDeCoの運営管理機関
～企業型DC
加入月初旬

加入者登録事業所変更届

事業所登録申請書 兼 第2号
加入者に係る事業主の証明書

資格喪失 加入者資格喪失届

資産移換 個人別管理資産移換依頼書 現在の勤務先のDC担当部署
特になし
（資産を移換したい
タイミングで提出）

メリット デメリット

企業型DCへ移換する
（iDeCoの積立は継続しない）

• iDeCoの手数料が不要
• 移換に伴うコストが発生する場合あり
→iDeCoの運営管理機関（金融機関）にご確認ください。
・iDeCoの商品で運用ができない。

企業型DCへ移換しない
（iDeCoの積立有無問わず）

• iDeCoの商品で運用が可能
• 「資産移換」の手続きが不要

• iDeCoの手数料が必要（継続的に負担）
• それぞれの制度で受給手続き及び受給時手数料が必要

※１ 企業型DC加入月以降、iDeCoの加入資格がないにもかかわらずiDeCoの拠出を行っていた場合、また拠出限度額を超えて拠出した場合、還付が発生
する可能性があります。提出期限までに不備のない状態で到着するよう郵送してください。

※２ 現在加入しているiDeCoの掛金が毎月払いでない方は、「A」「B」２つの帳票に加え、加入しているiDeCoの運営管理機関に「加入者月額掛金額登録・
変更届」の届出が必要です。企業型 DC の新規導入等の場合、企業型DCの加入者となる２ヵ月前までに、「加入者掛金額変更届」と「加入者月額
掛金額登録・ 変更届」 を提出し、企業型DCの加入者となった後に、「A」 「B」 を提出してください。

※３ iDeCoの積立を継続したまま、iDeCoの資産を企業型DCへ資産を移換することも可能です。この場合、現在の勤務先のDC担当部署に「個人別管理
資産移換依頼書（個人型加入者資格継続用）」の提出が必要です。

※４ その他、加入しているiDeCoの氏名、住所や掛金の金額変更等を行う際にも、加入しているiDeCoの運営管理機関にそれぞれ所定の届出が必要です。
なお「加入者他年金（企業年金等）加入状況等変更届」「加入者登録事業所変更届」で企業年金制度等の加入状況の変更とあわせて掛金額の
変更を行うことが可能です。

A

B

C

D

iDeCo資産移換の検討ポイント

 企業型DC、国民年金基金連合会（自動移換）、DB（確定給付企業年金）、企業年金連合会(通算企業年金)からの移換手続きについては、
別途「企業型確定拠出年金（DC）ご加入にあたってのお手続き」をご確認ください。

最終更新日：2023年6月

A
※他の会社から転職した場合

※企業型 DC の新規導入等
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そのまま
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必要な書類 必要な書類
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必要な書類
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※１～4

※４
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次の方は企業型DCとiDeCoの同時加入はできません。
【１】企業型DCでマッチング拠出を選択している方
【２】企業型DCの掛金が各月の拠出限度額の範囲内

で各月拠出となっていない方
詳細は次ページをご確認ください。

iDeCoにご加入の皆様へ

‘



iDeCoの積立を継続する
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加入者他年金（企業年金等）加入状況等変更届 加入者登録事業所変更届A

事業所登録申請書 兼 第２号加入者に係る事業主の証明書（共済組合員を除く）B

• 企業型DCの導入等により事業所の企業年金制度等の加入状況に変更があった場合に 届け出る書類です。
• 加入しているiDeCoの運営管理機関（金融機関）にご自身でお申し出いただき、お手続きください。なお、企業型

DCとiDeCoの同時加入には条件があります。留意事項をよくご確認ください。

留意事項

• iDeCoの運営管理機関もしくは国民年金基金連合会が作成している記入要領をご確認の上、ご記入ください。
iDeCo公式サイトホームページ：https://www.ideco-koushiki.jp/

• 企業型DCでマッチング拠出を利用している方および企業型DCの積立が各月拠出でない（年単位となっている）方は、iDeCoの加入者
になることができません。またiDeCoの積立を毎月定額以外にしている方が、企業型DCに加入するとiDeCoの積立は継続できません。

• iDeCoと企業型DCに同時加入する際は、iDeCoの拠出限度額※1は次のうち、いずれか低い額です。
【他の企業年金※2に加入していない場合】 55,000円ー事業主掛金、もしくは、20,000円
【他の企業年金※2に加入している場合】 27,500円ー事業主掛金、もしくは、12,000円

• iDeCoで積立を継続する場合、掛金の下限である月5,000円を下回ることはできません。
また事業主掛金が月50,000円超（他の企業年金※2に加入している場合は月22,500円超）の場合はiDeCoに加入できません。

• 「加入者他年金（企業年金等）加入状況等変更届」「加入者登録事業所変更届」の提出には、共済組合員以外の方は「事業所登
録申請書 兼 第２号加入者に係る事業主の証明書（K-101A1号）」、共済組合員の方は「第２号加入者に係る事業主の証明
書（共済組合員用）（K-101B号）」の添付が必須です。「事業所登録申請書 兼 第２号加入者に係る事業主の証明書」は事
業主の記入が必要な書類です。DC担当部署へ記入を依頼してください。
(iDeCoと企業型DCの基礎年金番号等の情報が一致しているかは加入者様が確認する必要がございます。相違している場合は
DC担当部署へお申し出が必要です。)

A B

A‘

A‘

※2 確定給付企業年金、厚生年金基金、私立学校教職員共済、石炭鉱業年金基金を指します。他の企業年金に加入している場合は、2024年12月
の法改正に伴い、改めてiDeCoの掛金額変更・停止が必要な場合があります。

※1 iDeCoの掛金と事業主掛金の合計が法定の拠出限度額を超過した際は、iDeCoの掛金が自動的に減額されます。

https://www.ideco-koushiki.jp/


2

加入者資格喪失届C

• iDeCoに積立をしている方が、積立を停止するための書類です。
• 加入しているiDeCoの運営管理機関（金融機関）にご自身でお申し出いただき、お手続きください。
• なお、iDeCoの口座を保有していても積立をしていない場合、本手続きは不要です。

留意事項

• 加入者資格喪失届の提出により積立を停止するスケジュールは、加入しているiDeCoの運営管理機関によって異なる場合があります。
詳細はiDeCoに加入している金融機関にお問い合わせください。

• iDeCoの加入資格がない※1にもかかわらずiDeCoの拠出を行っていた場合、還付が発生する※2事があります。

• iDeCoの資格喪失手続きを余裕をもって行った場合、iDeCoの掛金を最大まで拠出することができない場合があります。（所得控除の
メリットを最大限に受けられない場合があります）

※1 事業主掛金が月50,000円超（他の企業年金制度に加入している場合は月22,500円超）の場合や企業型DCでマッチング拠出を利用している
場合等。

※2 掛金の還付が発生すると、還付手数料として国民年金基金連合会の手数料（1,048円〔税込〕）のほか、事務委託先金融機関の手数料
（りそな銀行の場合440円〔税込〕）が還付の都度かかります。

（※）企業型DCのマッチング拠出とiDeCoを併用することはできません。

04の場合 記入不要
17の場合 「加入者資格喪失届」を提出する日

資格喪失番号
04または17（※）

04または17以外の資格喪失番号を選択する場合は、国民年金基金連合会が作成
している記入要領をご確認ください。

iDeCoの積立を停止する



3

• iDeCoや前職で加入していた企業型DC等の口座をお持ちの方が、DC口座の積立資産を現在の勤務先の企
業型DCに移換する場合、必要な書類です。

現在の勤務先
の企業型DCの
内容を記入

今まで加入され
ていたDCの内
容を記入

①

①

②

②

②から①
へ資産移
換します。

積立資産（移換金）の配分指定についての留意事項

• 移換金の入金日の3営業日前までに「定時拠出分の配分指定」をしている場合は、その内容で積立資産が配分されます。
• 移換金の入金日の3営業日前17:30までに「定時拠出分の配分指定」をしていない場合、未指図資産として管理され、運用されません

ので、配分指定を行ってください。
• 「定時拠出分の配分指定」をしていない場合、指定運用方法を設定済の事業所においては、一定の期日経過後、指定運用方法に配

分されます。（設定の有無については、現在の勤務先のDC担当部署（人事部・総務部等）にご確認ください。）

個人別管理資産移換依頼書D

iDeCo等の資産を企業型DCへ移換する


